
まるわかりインドネシアの労働組合
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自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援部門

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/8～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントとして独立

インドネシア語翻訳・通訳

ジェトロ専門家（2013年～2021年）

OBACアドバイザー

AOTSインドネシア経営者研修コース講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会理事

これまでの支援企業数は約100社

コロナ以前は毎月インドネシアに出張

インドネシアとの
関わりも46年に
なりました。

現在はインドネシアからのニュー
スや政府発表を毎日インドネシア

語でチェックしています。



セミナー要旨
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• インドネシアに進出する日本企業にとっての三大カントリーリスクは、
労働組合、税金制度、法律改訂であると思います。

• 労働組合との係争問題で撤退を余儀なくされた日本企業もあります。

• 日本においても昭和時代までは労働組合運動が繰り広げられていま
したが、平成以降に社会人となった日本人には労働組合の本質が実
感出来ないでしょう。

• しかし、インドネシア国内においては、労働組合運動はまだまだ大き
な影響力を持ち続けることでしょう。

• このセミナーではインドネシアで現地法人を運営する日本人として、
最低知っておくべきインドネシアの労働組合について解説します。
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1. 労働組合の基本知識1/2
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労働法2003年第17号第1条17項
労働組合（Labor Union/Serikat Pekerja）とは、会社の内外で労働者によっ

て労働者の為に形成された組織で、自由で、オープンで、自立しており、
民主的で、労働者の権利と利益の為に闘争し、その権利と利益を擁護し
守り、労働者とその家族の福祉を向上することに責任を負う性格の組織
である。

労働法2003年第17号第102条
労働組合は資金を集め運用し、ストライキ実施の際の原資を含めた組織
的な資金管理の責任を負う権利を持つ。

労働組合法2000年第21号第1条
労働組合とは、労働者および家族をさらに幸福にすると共に、労働者の
権利と利害を獲得し、守り、そして保護するために、自由で、開放的で、
自立し、民主的で、そして責任を持つ性格の、会社内ならびに会社外で、
労働者の、労働者による、労働者のために結成される組織である。



1. 労働組合の基本知識2/2
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労働組合連合

労働組合連盟

3つ以上の労働組合
連盟で構成される

5つ以上の企業内労働
組合で構成され、1つの
労働組合連合に加入

企業内労働組合
10名以上の従業員で構成され、
1つの労働組合連盟に加入
1企業内複数結成可能

1人の従業員は組合費を
支払うことで、1つの労働
組合にのみ加入可能

労働協約 企業

労働者を
代表する
権利



2. 労働組合の歴史
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1878年－1945年
67年間

1945年－1968年
23年間

1968年－1998年
30年間

1998年－現在
24年経過

オランダ植民地時代 スカルノ政権時代 スハルト政権時代 民主化時代

植民地政府に管理され
た組合活動

社会主義浸透手段とし
ての組合活動

軍事政権に抑圧統制さ
れた組合活動

法の下での自由を保障
された組合活動

1879
1905
1906
1907
1908
1909
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920

1922
1923
1930

蘭語教師労働組合
郵便局員労働組合
農園・砂糖労働組合
公務員労働組合
鉄道員労働組合
華人労働組合連盟
土着民税関職員協
民間企業労働組
アヘン労働組合
砂糖工場労働組合
工場労働者組合
労働者運動団体
72ヶ所の砂糖工場で
2万人以上の労働者
によるストライキ
インド組合団体
ストライキ禁止法

インドネシア労働者
組合が解体

1945

1946

1957

インドネシア労働戦線

インドネシア女性労働
戦線

インドネシア労働組合
同盟
垂直労働組合同盟

全国労働組織セン
ター
国家企画委員会77議
席中、5議席が労働者
代表
最高審議委員会の2
議席が労働者代表

1973

1992

1994

1995

1996

唯一の合法労働組合
としてのインドネシア
全国労働組合SPSI
シア幸福労働組合
SBSI
インドネシア労働闘
争センターPPBI
インドネシア全国労
働組合SPSIが唯一の

合法労働組合連盟
FSPSI
PPBIスハルト政権時
代最大規模の15,000
人のストライキ決行

1998

2000

2003

2014

インドネシア幸福労働
組合SBSI
インドネシア全国で63
に及ぶ連合、連盟
労働組合法2000年第
21号
インドネシア労働組合
連合KSPI
6 連合
100 連盟
6,808 企業内組合
1,678,364 組合員



3. 民主化と労働組合活動
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ナショナリズム

グローバリズム

自
由
主
義

社
会
主
義

1945年～1965年
スカルノ政権

1968年～1998年
スハルト政権

1998年～1999年
ハビビ政権

1999年～2001年
ワヒッド政権

2001年～2004年
メガワティ政権

2004年～2014年
ユドヨノ政権

2014年～2024年
ジョコウィ政権

1

2

3

4

5

6

7

社会主義普
及の一環

経済開発の
ために抑圧

民主化によ
る自由化

国際競争力を
意識した抑制



4. 主な労働組合連合・連盟
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正式名称

Konfederasi 
Serikat Pekerja 
Seluruh 
Indonesia 

Konfederasi 
Serikat Pekerja 
Indonesia

Konfederasi 
Serikat Buruh 
Sejahtera 
Indonesia

Federasi Serikat 
Pekerja Metal 
Indonesia

略称 KSPSI KSPI KSBSI FSPMI

日本語
名称

インドネシア全国
労働組合連合

インドネシア労働
組合連合

インドネシア労働
者福祉組合連合

インドネシア金属
労働組合連盟

所属
組合員数

160万人 25万人 30万人 13万人

本部
所在地

ジャカルタ ジャカルタ バンドン ジャカルタ

概要

スハルト政権当
時に合法化され
ていたインドネシ
ア全国労働組合
SPSIから発展

2003年設立 1992年設立
近年では最も活
発で先鋭的な組
織



5. 2013年-2015年デモ件数
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• ユドヨノ政権からジョコウィ政権への移行期は、毎日のように複数のデモが繰り広
げられていた。

• その多くは労働者の待遇改善を求めるものであった。
• 多くのデモはインドネシア金属労協PMIが主導したものであった。
• ジョコウィ政権に入ってからは激減したが雇用創出法問題で再燃しつつある。



6. ストライキへの発展パターン
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労使間の争議

労使協議
Bipartit和解

決裂

政労使協議
Tripartit和解

決裂

ストライキ
Mogok Kerja和解

法廷闘争和解不能

産業パンチャシラ

ムシャワラ・ムファカット



7. インドネシア共和国労働組合法1/2
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第Ⅰ章 一般規定
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合、労働者、事業者、会社の定義

第Ⅱ章 主義、性格および目的
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合の主義、性格、目的

第Ⅲ章 結成
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合結成の条件

第Ⅳ章 組合員
組合員の条件、権利、義務

第Ⅴ章 通知および登録
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合結成の政府への通知と登録

第Ⅵ章 権利ならびに義務
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合結成の権利と義務

第Ⅶ章 組織化の権利の保護
労働組合結成の権利



7. インドネシア共和国労働組合法2/2
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第Ⅷ章 資金および資産
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合結成の資金調達と運営

第Ⅸ章 係争の解決
法律に則った労使間の係争の解決

第Ⅹ章 解散
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合解散の手続き

第Ⅺ章 監視および査察
労働組合活動の権利保証のための監視と査察

第Ⅻ章 罰則
労働組合、労働組合連盟、労働組合連合に対する罰則

第ⅩⅢ章その他の規定
第ⅩⅣ章移管の規定
第ⅩⅤ章結びの規定 労働組合法日本語

訳


インドネシア共和国法律

2000年第21号

労働組合



唯一絶対の神の恩恵により

インドネシア共和国大統領は、



a. 組合を作り、集まり、口頭もしくは書面で考えを表明し、人間として適正な仕事や生活を獲得し、そして法律の下に同じ地位を有する自由が、全ての国民の権利であること；

b. 組合を作る自由を実現する中で、労働者は自由で、解放された、自主的で、民主的な、そして責任を持つ労働組合を結成し、発展させる権利を有すること；

c. 労働組合は労働者と共にその家族の利害と福利を獲得し、保護し、擁護し、ならびに調和のとれた、躍動的で公正な労使関係を実現するための基盤であること；

d. a, b, c で述べられたことを考慮し、労働組合についての法律を定める必要があること；

を考慮し、



1. 1999年初回改訂により変更された、1945年基本法第5条(1)節、第20条(2)節、第27条、ならびに第28条；

2. 組織化のための、および共に検討するための権利についての基本的なことを実施することについての第98号国際労働機関会議決議に対する1956年第18号法律（1956年第42号官報、第1050号官報補足）；

3. 人権に対する1999年第39号法律（1999年第165号官報、第3886号官報補足）

を鑑み、




インドネシア共和国国民代表議会の承認により

労働組合についての法律を定める



第Ⅰ章

一般規定



第1条



本法律において使われる表現についての説明：



1. 労働組合とは、労働者および家族をさらに幸福にすると共に、労働者の権利と利害を獲得し、守り、そして保護するために、自由で、開放的で、自立し、民主的で、そして責任を持つ性格の、会社内ならびに会社外で、労働者の、労働者による、労働者のために結成される組織である。

2. 会社内の労働組合とは、一つの会社あるいは複数の会社の労働者により設立された労働組合である。

3. 会社外の労働組合とは、その会社で働いていない労働者により設立された労働組合である。

4. 労働組合連盟とは、労働組合の集まりである。

5. 労働組合連合とは、労働組合連盟の集まりである。

6. 労働者とは、賃金あるいは違う形の報酬を受け取って仕事をする一人一人である。

7. 事業者とは：

a. 自身の所有する会社を運営する個人、団体、あるいは法人である。

b. 自身が所有しない会社を自主的に運営する個人、団体、あるいは法人である。

c. インドネシア域外に所在するaおよびbで述べられた会社を代表し、インドネシアに存在する個人、団体、あるいは法人である。

8. 会社とは、法人あるいは非法人で、個人、団体、あるいは法人が所有し、民間あるいは国が所有する、賃金あるいは違う形の報酬を支払い、労働者を雇用する一つ一つの事業体である。

9. 労働組合、労働組合連盟および連合の間の係争とは、労働組合の組合参加ならびに実践や義務に関する理解の調整が無いことから、労働組合、労働組合連盟および連合と、他の労働組合、労働組合連盟および連合との間の係争である。

10. 大臣とは、労働分野に責任を持つ大臣である。








第Ⅱ章

主義、性格、および目的



第2条



(1) 労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、パンチャシラ（建国五原則）を国の礎として、そして1945基本法をインドネシア共和国統一国家の憲法として受け入れる。

(2) 労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、パンチャシラ（建国五原則）と1945基本法に相反する主義を持たない。



第3条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、自由で、開放的で、自主的で、民主的で、そして責任ある性格を持つ。



第4条



(1) 労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、労働者とその家族にとっての権利と利害の保護と擁護を提供すると共に福利の向上を目的とする。

(2) (1)節で述べられた目的を達成するために、労働組合、労働組合連盟ならびに連合は以下の機能を持つ：

a. 労働協約の作成と労使の係争の当事者として；

b. 段階に応じた労務調停機関での労働者の代表として；

c. 有効な法律の規定に沿った、調和した、躍動的な、そして公正な労使関係を創造する基盤として；

d. 組合員の権利と利害を勝ち取る中での要望を伝える基盤として；

e. 有効な法律の規定に沿った、労働者のストライキの計画者、実行者そして責任者として；

f. 会社の株式所有を勝ち取るための労働者の代表として。



第Ⅲ章

結成



第5条



(1) 全ての労働者は労働組合を結成し、その組合員になる権利を持つ。

(2) 労働組合は少なくとも（壱拾）10人の労働者により結成される。



第6条



(1) 労働組合は労働組合連盟を結成し、その会員組合になる権利を持つ。

(2) 労働組合連盟は少なくとも（五）5つの労働組合により結成される。



第7条



(1) 労働組合連盟は労働組合連合を結成し、その会員組織になる権利を持つ。

(2) 労働組合連合は少なくとも（参）3つの労働組合連盟により結成される。



第8条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、定款および、あるいは内規の下に管理される。



第9条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、事業者、政府、政党、および如何なる関係者からの圧力あるいは干渉を受けることなく、労働者の自由意思の下に結成される。



第10条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、業界、業種、あるいは労働者の希望に沿ったその他の形に基づき結成される。



第11条

(1) 全ての労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、定款および内規を持たなくてはならない。

(2) (1)節で述べられた定款には少なくとも以下のことが記載される：

a. 名称および象徴；

b. 国籍、主義、および目的；

c. 設立年月日；

d. 所在地；

e. 組合員および執行役員；

f. 資金源ならびに会計責任; 

g. 定款および、あるいは内規の変更規定




第Ⅳ章

組合員



第12条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、政治派閥、宗教、種族、そして性別を区別すること無く組合員受入の門戸を開放しなくてはならない。



第13条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合の組合員は、定款および内規の下に管理される。



第14条



(1) 一人の労働者は、一つの会社における一つを超える労働組合の組合員になることは出来ない。

(2) 一つの会社の一人の労働者が一つを超える労働組合に実際に登録されている場合、該当者はいずれか一つの労働組合の選択を書面で表明しなくてはならない。



第15条



労働者が一つの会社における特定の職種に就いており、その職種が事業者と労働者の間の利害に相反することを引き起こす場合、該当する会社の労働組合の執行役員になることは出来ない。



第16条



(1) 全ての労働組合はただ一つの労働組合連盟の会員組合になることが出来る。

(2) 全ての労働組合連盟はただ一つの労働組合連合の会員組織になることが出来る。



第17条



(1) 労働者は書面での表明で労働組合の組合員を辞めることが出来る。

(2) 労働者は該当する労働組合の定款および、あるいは内規の規定に則り、労働組合を辞めさせられることが出来る。

(3) (1)節および(2)節で述べられた、辞めたかあるいは辞めさせられた労働組合の執行役員ならびに組合員としての労働者は、労働組合に対して未達成の義務に責任を負う。




第Ⅴ章

通知および登録



第18条



(1) 既に結成された労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、登録されるべく、当地での労務分野において責任を持つ政府機関に書面で通知する。

(2) (1)節で述べられた通知には以下のものを添付する：

a. 結成組合員の名簿

b. 定款および内規

c. 執行役員の構成と名前



第19条



通知される労働組合、労働組合連盟ならびに連合の名前および象徴は、既に登録されている労働組合、労働組合連盟ならびに連合の名前や象徴と同じであってはならない。



第20条



(1) 政府機関は、第18条(1)節で述べられたように、通知を受け取った日付から数えて遅くとも（弐拾壱）21稼働日以内に、第2条、第5条(2)節、第6条(2)節、第7条(2)節、第11条、第18条(2)節、そして第19条の規定を満たした労働組合、労働組合連盟ならびに連合に対して、登録した上で登録証明番号を付与する義務がある。

(2) 第18条(1)節で述べられた政府機関は、労働組合、労働組合連盟ならびに連合が第2条、第5条(2)節、第6条(2)節、第7条(2)節、第11条、第18条(2)節、そして第19条の規定を満たしていない場合は、登録と登録証明番号の付与を保留することが出来る。

(3) (2)節で述べられた保留、およびその理由は、通知を受け取った日付から数えて遅くとも（壱拾四）14稼働日以内に、書面で労働組合、労働組合連盟ならびに連合に知らされる。



第21条



定款および、あるいは内規が変更された場合、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の執行役員は、その定款および、あるいは内規が変更された日付から数えて遅くとも（参拾）30稼働日以内に、第18条(1)節で述べられた政府機関に知らせる。






第22条



(1) 第18条(1)節で述べられた政府機関は、第2条、第5条(2)節、第6条(2)節、第7条(2)節、第11条、第18条(2)節、そして第19条の規定を満たした労働組合、労働組合連盟ならびに連合を登録簿に登録し、適切に保管する。

(2) (1)節で述べられた登録簿は随時閲覧出来て、一般に公開される。



第23条



既に登録証明番号を持つ労働組合、労働組合連盟ならびに連合の執行役員は、段階に応じて事業パートナーに現状を書面で知らせる。



第24条



登録方法についての規定は大臣令により別途定められる。



第Ⅵ章

権利ならびに義務



第25条



(1) 既に登録証明番号を労働組合、労働組合連盟ならびに連合は以下の権利を有する：

a. 事業者との間で、労働協約を作成する；

b. 労使間の係争の解決において労働者を代表する；

c. 労働団体において労働者を代表する；

d. 労働者の福利向上努力と関係のある団体を結成する、あるいは活動を行う；

e. 有効な法律の規定に相反しない労務分野でのその他の活動を行う。

(2) (1)節で述べられた権利の実施は、有効な法律の規定に則り行われる。



第26条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、有効な法律の規定に相反しないことで、国際的な労働組合および、あるいはその他の国際的な組織と、提携および、あるいは協力することが出来る。



第27条



既に登録証明番号を有する労働組合、労働組合連盟ならびに連合は以下の義務を持つ：

a. 権利の違反から組合員を保護し擁護し、利害を勝ち取る；

b. 組合員とその家族の福利向上を勝ち取る；

c. 定款および内規に則り組合員に対する組織活動の責任を負う。



第Ⅶ章

組織化の権利の保護



第28条



如何なる者も、以下の方法で労働者が労働組合を結成することあるいは結成しないこと、執行役員になることあるいは執行役員にならないこと、組合員になることあるいは組合員にならないこと、および、あるいは活動を行うあるいは行わないことを、阻害したり強制したりすることは禁止される：

a. 雇用契約の解除を行う、一時停職処分にする、役職を降格させる、あるいは異動を行う；

b. 労働者の賃金を支払わない、あるいは削減する；

c. あらゆる形での脅しを行う；

d. 労働組合結成反対のキャンペーンを行う。



第29条



(1) 事業者は労働組合の執行役員および、あるいは組合員が、双方により合意された、および、あるいは労働協約で定められた、就業時間内での労働組合活動を行える機会を与える。

(2) (1)節で述べられた双方による合意および、あるいは労働協約には以下のことを定める：

a. 機会が与えられる活動の種類；

b. 機会付与の手続き；

c. 賃金が得られる活動および賃金が得られない活動。



第Ⅷ章

資金および資産



第30条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合の資金源は以下の通りとする：

a. 定款あるいは内規により決められた組合員の会費；

b. 合法的な事業の成果；

c. 組合員あるいは拘束力のない外部からの援助。



第31条



(1) 第30条文字cで述べられた、国外からの外部による援助の場合、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の執行役員は、有効な法律の規定に則り、労働分野の責任機関に書面で知らせる。

(2) (1)節で述べられた援助は、組合員の質と福利を向上するために活用される。






第32条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合の資金および資産は、執行役員および組合員の個人の資金および資産と分離される。



第33条



外部への資金および資産の移動あるいは譲渡、ならびに資金の投資および合法的なその他の事業は、件の労働組合、労働組合連盟ならびに連合の定款および、あるいは内規に則り行われる。



第34条



(1) 執行役員は労働組合、労働組合連盟ならびに連合の資金および資産の活用と管理の責任を持つ。

(2) 執行役員は件の労働組合、労働組合連盟ならびに連合の定款および、あるいは内規に則り、資金および資産の帳簿を作成し、定期的に組合員に報告する。



第Ⅸ章

係争の解決



第35条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合の間の係争は、関連する労働組合、労働組合連盟ならびに連合により、話し合いにより解決される。



第36条



第35条で述べられた話し合いが合意に至らない場合、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の間の係争は有効な法律の規定に則り解決される。



第Ⅹ章

解散



第37条



労働組合、労働組合連盟ならびに連合は以下の場合に解散する：

a. 定款および内規に則り、組合員により宣言される；

b. 有効な法律の規定に則り労働者に対する事業者の全ての義務が達成された後、会社は全労働者にとっての雇用契約の解約の原因となる、期間を定めない活動の閉鎖あるいは停止を行う；

c. 裁判所の判決により宣言される。



第38条



(1) 第37条文字cで述べられた裁判所は以下の場合、労働組合、労働組合連盟ならびに連合を解散させることが出来る：

a. 労働組合、労働組合連盟ならびに連合がパンチャシラ（建国五原則）および1945基本法に相反する主義を持つ；

b. 労働組合、労働組合連盟ならびに連合の執行役員および、あるいは組合員が、国家の安全に対する違法行為を行ったことが証明され、確たる法律の効力により最低（五）5年の禁固刑を下された。

(2) (1)節文字bで述べられた犯罪者に下された判決において、刑罰の期間が異なる場合、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の解散提訴の基本として、条件を満たす判決が用いられる。

(3) (1)節および(2)節で述べられた労働組合、労働組合連盟ならびに連合の解散提訴は、政府機関により、件の労働組合、労働組合連盟ならびに連合が存在する場所の裁判所に申請される。



第39条



(1) 労働組合、労働組合連盟ならびに連合の解散は、組合員ならびにその他外部関係者に対する執行役員の責任および義務を免除するものではない。

(2) 労働組合、労働組合連盟ならびに連合の解散の原因となった裁判所の判決により、有罪と証明された労働組合、労働組合連盟ならびに連合の執行役員および、あるいは組合員は、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の解散に関する裁判所の判決が確たる法律の効力を持ってから、（参）3年間は労働組合、労働組合連盟ならびに連合を結成し、その執行役員に就いてはならない。



第Ⅺ章

監視および査察



第40条



労働者の組織化の権利、および労働組合の活動の権利を保証するため、労働監督官は有効な法律の規定に則り監視を行う。



第41条



インドネシア共和国国家警察の監督官の他、労働分野での職務と責任を管轄する政府機関周辺における国家公務員文官にも、犯罪行為の査察を行うための、有効な法律の規定に則る監督官としての特権が与えられる。




第Ⅻ章

罰則



第42条



(1) 第5条(2)節、第6条(2)節、第7条(2)節、第21条あるいは第31条に対する違反は、労働組合、労働組合連盟ならびに連合の登録証明番号の取り消しという業務上の罰則が科せられる。

(2) 登録証明番号を取り消された労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、件の労働組合、労働組合連盟ならびに連合が第5条(2)節、第6条(2)節、第7条(2)節、第21条あるいは第31条の規定を満たすまで、第25条(1)節文字a,b,およびcで述べられた権利を失う。



第43条



(1) 第28条で述べられたように労働者を阻害あるいは強制した如何なる者も、最短で（壱）1年および最長で（五）5年の禁固、および、あるいは最小で（壱億ルピア）Rp.100,000,000および最大で（五億ルピア）Rp.500,000,000の罰金が科せられる。

(2) (1)節で述べられた違法行為は犯罪行為である。



第ⅩⅢ章

その他の規定



第44条



(1) 国家公務員文官は組合結成の権利と結成しない自由を有する。

(2) (1)節で述べられた組合結成の権利と結成しない自由は、個別の法律でその実施を定める。



第ⅩⅣ章

移管の規定



第45条



(1) 既に登録証明番号を持っている労働組合、労働組合連盟ならびに連合は本法律の下に規制されるに当たり、本法律の発効から数えて遅くとも（壱）1年の間に、本法律に則り新しい登録証明番号を付与されるべく通知する。

(2) 本法律の発効から数えて遅くとも（壱）1年の間に、本法律の規定に準拠しない労働組合、労働組合連盟ならびに連合は、登録証明番号を持たないものと見做される。




第46条



既に申請された労働組合、労働組合連盟ならびに連合の結成の通知が、本法律の発効に当たりまだ処理が終わっていない場合、本法律の規定に則り処理される。



第ⅩⅤ章

結びの規定



第47条



本法律は立法化の日付で発効となる。



インドネシア共和国の官報に記載された本法律の立法化の周知徹底を期する。



2000年8月4日

ジャカルタに於いて公式となる

インドネシア共和国大統領

アブドゥラマン・ワヒィッド



2000年8月4日

ジャカルタに於いて立法化となる

インドネシア共和国官房長官

ジョハン・エッヘンディ



インドネシア共和国官報2000年第121号



8. 労働組合への対応
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従業員が労働組合を
作ることは法律上拒

絶出来ない

連盟や連合のオルグ
で突然作られる事態

も有り得る

労働組合に対する甘
い期待だけを抱く従
業員の誤解を解く

従業員代表と会社代表との定期的な会食の場での意見・情報交換

労働組合活動についての労使間での正しい理解の共有

企業内組合結成に対する会社側の理解と支援

労使協議会の定期開催による係争問題の早期解決

組合結成・運営についての勉強会

労働協約の早期締結



最新のインドネシア情報はこちらから
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インドネシア進出手順要点解説 http://www.hmkt.jp/
 インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたサイト

インドネシア最新情報ブログ http://blog.livedoor.jp/kojindonesia/
 あらゆる分野での情報を毎日、どんなメディアよりも早く紹介

インドネシアビジネスセミナー https://abji.hamazo.tv/c724863.html
 四半期毎に開催される一般社団法人日本インドネシアビジネス協会の会員セミナー
 非会員でもオンライン参加が可能

教えて、小野先生 https://abji.hamazo.tv/e9372595.html
 毎月第三水曜日17:00-18:00に開催されるインドネシアについての会員限定オンライン勉強会
 入会金は1,000円/月

インドネシア進出ハンドブック
 あらゆる進出形態での事業開始から撤退までのステップを詳細スケジュールと資料で解説
 45年間のインドネシア事業で得た全ての知見を掲載
 資料一式をhttp://www.hmkt.jp/handbookset.zipからダウンロード可

http://www.hmkt.jp/
http://blog.livedoor.jp/kojindonesia/
https://abji.hamazo.tv/c724863.html
https://abji.hamazo.tv/e9372595.html
http://www.hmkt.jp/handbookset.zip
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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